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■はじめに 
 本論では、日本の自動車デザインに関して、現存する自動車メーカーが創立された 1930
年代より、現在までの変遷を、いくつかの、新たな切り口で見直すことで、今まで埋もれ
ていて認識しえなかった新たな知見を導出し、それらが今後の自動車デザイン、更にはト
ランスポーテーションとしての自動車の将来を考える上で有効な資料となることを目標と
した。 
 
■５つの新たな切り口による分析 
先ず、第１章では、今まで、従来研究で対象になったことがなかった日本の自動車メー
カーのデザイン組織の変遷とデザイン戦略、手法の関係を代表的なトヨタ自動車の例で見
ることにした。その結果、図１に示す様に、組織の変遷から５つのフェーズに分けられる
ことが分かり分析を行った。特に黎明期のデザイン組織では、デザイン手法、材料の確立
が大きく組織の存在意義の大きさに関係していることを示した。 
 
 
 
更には時代とともに自動車という製品に求められる要件が、例えば、多様性や、ブラン
ドの強化などへと変化し続け、それらに応えるための戦略に則り組織も変化している実態
を明らかにした。例えば、戦後増えつづけてきた車種増加、即ち多様化と開発組織の整合
が取れなくなり、1992 年に「センター制」に組織変更した。センター制とは、増え続ける
車種を FF 車、FR 車、SUV 及び商用車と３つに分け、それぞれ FF 車開発センター、FR 車開
発センターというように、商品軸で組織を括り直し、且つ各センターでの管理スパン（管
理車種数）を 1/3づつ小分けにすることで、管理が行き届くようにした開発組織であった。
図２参照。次に 2000年代になると、次は、多様化した商品群のブランドアイデンティテー
が重要視されるようになり、同時にレクサスブランドの国内展開も計画されていたことか
らブランド戦略を強化するための組織へと変更された。図３参照 
図１ トヨタ自動車のデザイン組織の変遷 
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図２ 従来組織とセンター制の比較 
図３ センター制からブランド戦略強化の組織への変更 
◆センター制 
◆従来組織 
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次に第２章では、体系的に触れられることがなかった東京モーターショーにおける日本
のショーカーを通して、やはり現在までの変遷を見ることで、これまでの時代を捉え直し
７つに区分できることが分かった。またそこから自動車開発におけるデザインの役割が時
代とともに、４段階に拡張していったことも導出した。先ずは、初期の第１段階はスタイ
リングの追及、次に、性能や機能とスタイルの融合へ、第３段階は、新コンセプトの探求
から、ブランド戦略まで、近年の第４段階では、都市生活と移動に関わる省エネルギーを
土台とした総合デザイン、即ち、ソリューションデザイン、ビジネスモデルにまで達した
ことを明らかにした。図４参照。 
 
 
 
第３章では、政府の自動車産業に関わる政策と規制に注目し、それらが自動車デザイン
に及ぼした影響を明らかにした。図５に示す様に、先ず、自動車産業保護育成策及び輸出
振興政策による産業としての確立が基礎となった。輸出振興策の一環であったデザイン振
興策が日本の自動車デザインのみならず工業デザインの確立に多大な貢献をし、工業デザ
イナー職を定着させた。特にトヨタにおける企業内でのデザイン組織の存在意義を不動の
ものとした。また道路整備政策による舗装率の増加や高速道路の拡張などがクルマの全高
及び、最低地上高を低く変える一因となったこと、更に 1955年の「国民車育成要綱案」即
ち「国民車構想」が 1960年代の大衆車や、’70年代の燃費の良いコンパクトカーの開発に
影響し、日本の自動車産業の発展に寄与したこと、最後に安全政策の一つであるの ESV
（Experimental Safety Vehicle）開発計画がボデーとバンパーの一体デザインを促進した
ことなどを明らかにした。 
 
図４ ショーカーの変遷から見た７つの時代区分と４つのデザインの役割、戦略の変更 
４ 
図５ 政策、規制と自動車デザインの関係 
４ 
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最後に第４，５章では、基本車系として歴史が長いセダンの特に戦後の日本を代表する
車種の全高、全幅、及び全高/全長や全高/全幅のプロポーションの変遷を明らかにし、影響
を与えた時代ごとの因子を分析した。その結果、1955 年から現在までの間で、特に全高の
推移が、図６に示す様に、主に４期に区分できる特異な変遷を辿ったことを示した。特に
全高が 1987 年頃それまで下がり続けてきたところから上昇に転じその後急上昇した一因
が、プリウスという特定車種における、乗降性、着座姿勢を考慮した機能性の検証に基づ
く、それまでのセダンより 100㎜程全高の高いパッケージ提案にあることを明らかにした。 
 
 
さらにサイドや正背面のプロポーション（全高/全長、全高/全幅の値）が 2010年代には、
'70、'80 年代に回帰しており、（図７、８参照）これより時代を越え、人がセダンとして
受容し得るプロポーションの領域が存在する可能性があることを指摘した。また、サイド
プロポーションでは高級車、小型車、大衆車と車格毎の固有値が存在する可能性があり、
正背面では大きくセダンとしての受容領域が存在するのみであることも推測できた。 
 
年（西暦） 
図６ 日本の主なセダンの全高の推移 
㎜ 
年（西暦） 
図７ 日本の主なセダンの全高/全長（サイドプロポーション）の推移 
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■５つの切り口の関係性 
 次に、これら各章での各切り口が、当然、関係性を有しており、連動しながら変遷して
いることを示します。図９には５つの切り口毎の時代区分を統合したものを示します。 
 
 
 
更に、５つの切り口の関係性を示したものを、図 10に示し、これに則り以下に、それぞれ
の関係性を述べてゆきます。 
先ず、1933 年代に今のトヨタ自動車につながる、自動車部が豊田自動織機内にできトヨ
タ自動車の歴史が始まった。その頃、デザインの手法は試行錯誤で、車体デザインは設計
者が主体となり行っていた。1948年にはデザイン組織の前身である「工芸係」を設けたが、
まだ車体デザインの主体はデザイナーに定まらなかった。「工芸係」ができたころの、1940
年代終わりから'50 年代にかけて政府は自動車産業の育成政策や輸出振興のためのデザイ
ン振興策、道路整備政策など、今の自動車産業の発展の基礎となる政策を一気に実行に移
した。1954 年には第１回全日本自動車ショウも開催された。しかしまだショーカーまで開
発の手は回っていない。同年、デザイン振興策の影響もありトヨタのデザイン組織は「工
芸設計課」と課に昇格し、専用のモデル製作の部屋と人員が初めて配属された。1955年に 
年（西暦） 
図８ 日本の主なセダンの全高/全幅（正背面プロポーション）の推移 
図９ 各章（５つの切り口）毎の時代区分の統合表 
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は今も生産されているクラウンの初代が全高 1525ｍｍで市販化された。道路整備政策によ
る舗装率の増加で、２代目以降急激に全高が低下しだす。「工芸設計課」への昇格とは、 
うらはらに、クラウンの車体デザインは、約 20 年前の AA 型乗用車の手法に逆戻りし、設
計者主体のデザイナーやモデラーが無くても済むものであった。この様にデザイン組織や、
モデラーのような人員が充実しても、デザイン手法が確立されていないことで、デザイナ
ーが車体デザインを主体となって行うに至っていない時期であった。 
 次に、1956 年、工業デザインの振興策によるアートセンタースクールの講習会で米国の
自動車デザイン手法と材料が紹介され、大きな衝撃を与えた。更にはデザイナーの海外留
学制度でも手法の習得が加速した。その結果、デザイン手法が確立し車体デザインの主体
が設計者からデザイナーに移りデザイン組織の存在意義も定着し、'60年にはデザイン課と
はじめてデザインの名がつく組織となった。更に'61年には東京分室も設置される。この東
京分室で、トヨタ初のショーカーが開発され、1961 年のモーターショーに出展された。他
社も同時期にショーカーを出展しだし、本格的なショーカー時代の到来となった。また道
路整備が進み、より高速走行が可能になるとスポーツカーがブームとなりショーでも多数
出展され、セダンの全高も低いスポーツカーに影響を受け低下傾向を維持した。1967 年に
はデザイン課からデザイン部に昇格し、'69，'70 年のショーにはそれまでとは打って変わ
った、ウェッジシェープのドリームカーが出展され一気に近代的な装いとなった。 
図 10 各章（５つの切り口）の関係性 
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 '70年代になると一転して、安全規制である FMVSSにより安全がクルへ影響を与えだし、
また、安全に続き公害の排ガス規制のマスキー法も'70年に施行され、今まではなかった新
たな課題へ対応が求められるようになった。このことが、モーターショーの様子を一変さ
せ、ショーカーが減少する。組織では、1973年代に初の海外デザイン拠点、米国の Calty 
Design Research Inc.が、海外留学に代わる育成の場及び、先行開発のため設立される。
また Calty ではショーカー開発も行われ時代を反映したスペース効率を追求した将来のセ
ダン等が提案された。一方、本社では先行デザインの開発室の設置やカラー課の独立など
分業化とスタイル審査、評価などのトヨタ独自のデザインプロセスが定着した。このころ
'70年代初頭から'80年代にかけてセダンのサイドビュー、正背面でのプロポーションが確
立したと推測できる。即ち人がセダンとして受容するバランスになったのがこの時期では
ないかと考えられる。2003年以降のところでも述べるが、2012年頃になるとこの 1970～'80
年代のプロポーションに再び回帰しているからである。 
 '80年代になると、戦後増えつづけてきた車種増加、即ち多様化で開発組織との整合が取
れなくなりつつあった。更には、拠点も増え、ますます多様化に拍車がかかった。ショー
カーも'80年代半ば以降'90年代初頭にかけて急増した。また新たなジャンルのクルマとし
て、SUVやミニバンの様な全高の高い空間の広い車が出現し、その影響で低下し続けていた
セダンの全高が'87 年頃を境に、上昇し始めた。この時クラウンの全高は 1400 ㎜と史上最
も低かった。 
 '90年代に入ると、多様化による車種増でいよいよ組織変更が行われ、'92年に「センタ
ー制」へと移行した。またショーカーも'80年代後半一気に台数が増え、'91年代にバブル
経済が崩壊した後も、減少することなくもじわじわと増加傾向が続いた。その為、多様化
で車種が飽和し更には日本市場の縮小傾向もあり、新たなコンセプトでなんとか挽回しよ
うと、異なる２つのものを融合しようとする、クロスオーバーコンセプトの模索が盛んに
なった。その中から'95 年ショーカーとして出展され、'97 年市販化されたプリウスが 21
世紀のあるべきパッケージとして、乗降性のし易さなどからヒップポイント高さを割出し、
従来のセダンより 100 ㎜ほども全高の高い提案をした。これが大きな影響を及ぼし他のセ
ダンの全高が 2000年代初頭に向かって急激に高くなった。 
 2000 年以降は、それまでの多様化で増えた車種の整理の意味でも、ブランドアイデンテ
ィティーの重要性が言われ始める。またレクサスブランドの国内展開計画もあり、戦略、
組織ともブランド戦略の策定、実施へと移行する。その第１歩として 2001 年、'03 年とデ
ザインが先行して組織変更し、ブランド戦略の基盤となるデザインフィロソフィーを策定
した。ショーでは‘03 年に初めてレクサスのショーカーが出展されその後毎回出されるよ
うになる。また、2000 年以降、若者のクルマ離れが言われるようになり、自動車も成熟商
品として、コモディティー化が懸念され始める。そのためショーでは、あえて車の楽しさ
を訴求するようなスポーツカーが再び増加する、一方 2000年来の石油価格高騰による省エ
ネ機運は、スマートシティーや新しいトランスポーテーションの世界各地で建設や実証実
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験を促進している。ショーでもそのような都市内でのパーソナルモビリティーの提案が増
加した。それらが次第に次世代の新規格として国交省が計画する「超小型モビリティー」
へと具体化しつつあり、2011年のモーターショーに多数出展され、2013年より公道実験も
実施されている。また、2000 年初頭に向けミニバンやプリウスの影響で急上昇したセダン
の全高は、2003年以降緩やかな減少傾向に転換した。これは、2000以降の原油価格高騰が
原因と考えられる。一方、セダンのプロポーションは 2012年あたりで、1970年から'80年
代に回帰している。このことからも、このあたりの値がセダンとして人が受容し得る領域
ではないかという推測は前述のとおりである。 
■結語 
以上の様にデザイン組織、モーターショーカー、政策と規制、セダンの全高やプロポー
ション等、各章毎に述べてきたことは、それぞれ影響し合い連動していることを示した。
この様にこれまでの日本の自動車デザインの変遷を新たな切り口でたどり、分析、考察す
ることで今まで知りえなかった新たな知見が、複数得られた。今後はこれら調査、考察の
対象を拡張、充実し、日本と他地域との比較などを行うことで、より一般的な自動車デザ
インと時代性の関係における、内在する新たな知見、法則性などを探求してゆきたい。 
